
　多くの土地や建物の所有者が不明となっている問題の解
消に向けて、令和6年4月1日から相続登記の義務化が開始さ
れましたが、法務局では他にも様々な取り組みが行われていま
す。その一つが「長期間相続登記等がされていないことの通知」
の制度です。
　相続登記の義務化に先立って平成30年11月15日から開始
されており、相続登記がされていない土地のうちで調査対象と
された土地について、法務局の登記官が所有者（登記名義人）
の法定相続人を調査し、その相続人に対して相続登記を促す
通知を送付するというものです。

上記②の１のとおり、土地の登記記録の甲区（所有権に関する事項を記載した部分）に「長期相続登記等未了
土地」とする登記が登記官の職権でなされますが、相続登記の義務化が開始されたことに伴って、今後も調査
対象となる土地が広がり、この登記がされる件数も増えていくものと思われます。

もしも、ご自身や身近な方宛に法務局から通知文書が届いた場合や、
関係する土地にその旨の登記があった場合には、上記経緯で送付や
登記がされたものですので、そのまま放置することなく、それを端緒と
して相続登記を行うことをお勧めします。

相続登記の一連の手続きについては、弊社パートナーズにご相談、
ご依頼ください。




